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１．地域の循環型社会形成を推進するための基本的な事項 

 

（１）対象地域 

構成市町名    徳島市及び北島町 

面      積    200.26km2 

人      口    273,884人（令和４年３月31日現在） 

 

（内 訳） 

市町村名 徳島市 北島町 計 

面積 k ㎡ 191.52 8.74 200.26 

人口 人 250,451 23,433 273,884 

 

 

 

図１  対象地域図 
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（２）計画期間 

本計画は、令和６年４月１日から令和11年３月31日までの５年間を計画期間とする。 

なお、目標の達成状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要な場合には計画を見直す。 

 

（３）基本的な方向 

徳島市（以下「本市」という。）は、徳島県の東部に位置し、吉野川とその支流がつくり育て

た三角州に発達した人口約25万人の県都である。市域は東西16.40km、南北19.45kmにわたり、

総面積は191.52km2となっている。また北島町は、徳島市の北部に隣接し、人口は約2.3万人、

面積8.74km2の町である。 

地方の中核的都市として、産業をはじめ、政治、経済、文化、教育、情報といったさまざま

な面において高い集積があり、神戸鳴門ルートと四国縦貫・横断道の結節点として、近代産業

の育成や、高速情報化時代に対応した都市づくりに取り組んでいる。 

本市においては令和５年９月に「徳島市一般廃棄物処理基本計画」を改定し、この計画の中

で３つの目標（目標年度における①１人１日あたりのごみ排出量、②リサイクル率及び③最終

処分量）を掲げ、生活系ごみの減量化を推進するとともに、事業系ごみの排出抑制につながる

施策を継続して実施する方針である。また北島町では、令和７年３月に「北島町一般廃棄物（ご

み）処理基本計画」を策定し、２つの目標（①ごみ排出量、②資源化率）を掲げ、各種施策を

実施することとしている。 

本計画の処理対象地域は、本市及び北島町の全域である。本市及び北島町では、いずれも老

朽化が進んでいるごみ焼却施設に代わる新たな焼却施設の整備が急務となっている。 

 

（４）ごみ処理の広域化・施設の集約化の検討状況 

平成18年７月に本市とその周辺11市町村による徳島東部地域市町村長懇話会が設置され、連

携して取り組む行政課題の一つとして一般廃棄物中間処理施設の広域整備が提案された。 

平成20年10月から平成22年１月にかけて、広域で取組むべき連携事項やごみ処理施設のあり

方等について計６回の連絡会を開催した。 

平成22年５月からは、広域整備に参加意向を示す８市町村により構成される施設整備検討部

会のちに施設整備部会を設置し、平成24年６月にかけて広域化に係る問題点の整理と検討等に

ついて計11回の部会を開催した。 

平成24年７月に７市町村（徳島市、小松島市、勝浦町、佐那河内村、石井町、松茂町及び北

島町）による徳島東部地域環境施設整備推進協議会を設置した。 

平成26年10月末に佐那河内村内に建設候補地が設定されたが、当該候補地をめぐり計画見直

しが検討され、平成27年11月には本市単独での施設整備を目指し、同推進協議会を解散する運

びとなった。 

平成28年５月末に５市町（小松島市、勝浦町、石井町、松茂町及び北島町）から本市へ広域

でのごみ処理施設整備のための再協議の要望がなされ、新たな建設候補地の設定や、整備方針

について検討が続けられた。 

平成29年３月に、新施設を徳島市が主体で整備すること、小松島市、勝浦町、石井町、松茂
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町及び北島町の５市町（以下、本市を含め「関係自治体」という。）は新施設の広域処理に係る

事務を本市に委託する「事務委託方式」を採用することで合意した。 

しかしながら、令和４年８月に松茂町が広域処理からの脱退を表明するなど、広域整備に向

けた協議が調わなかったことから、令和４年11月に、本市単独での施設整備を行う方針とし、

その方針を踏まえて令和５年９月に「徳島市一般廃棄物中間処理施設整備基本計画」の改定を

行ったところである。その後令和７年３月に北島町から可燃ごみ受入についての申入れがあり、

あらためて本市で整備する新施設に北島町分の可燃ごみを受け入れる計画となった。 

なお、本市の保有する一般廃棄物中間処理施設である東部環境事業所と西部環境事業所に北

島町清掃センターを加えた３施設の集約化を図ることとする。 

 

（５）プラスチック資源の分別収集及び再商品化に係る実施内容 

プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律及びプラスチックに係る資源循環の促進

等を総合的かつ計画的に推進するための基本的な方針に基づき、整備予定である新施設（熱回

収施設、リサイクルセンター）の稼働（令和16年度予定）に合わせて、プラスチック資源の分

別収集を開始し、リサイクルセンターにおいて選別、資源化を行う。 

また、再資源化可能なごみの分別方式の見直しや再商品化については、今後、コストや環境

影響等の情報収集を行い、財政状況等を踏まえながら、より効果的な実施方法及び実施時期の

検討を行う。 

さらに、市民がプラスチック使用製品廃棄物の排出を抑制してもらえるように、また汚れた

プラスチック類は汚れを落として排出してもらうことにより資源化促進につながるように、ホー

ムページやごみ収集カレンダー等で啓発・情報提供を行う。 
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２．循環型社会形成推進のための現状と目標 

 

（１）一般廃棄物等の処理の現状 

令和４年度の一般廃棄物の排出、処理状況は図２のとおりである。 

なお、徳島市の東部環境事業所及び西部環境事業所では、場内給湯等に余熱を利用している。 

 

 

※端数処理により割合・合計が合わないことがある。 

図２  一般廃棄物の処理状況フロー（令和４年度） 

 

 

※端数処理により割合・合計が合わないことがある。 

（参考）図２-１  徳島市の一般廃棄物の処理状況フロー（令和４年度） 

  

集団回収量 総資源化量

13,783ｔ

(14.3%)

直接資源化量 処理後再生利用量

5,544ｔ 6,608ｔ

5.9% 処理残さ量 7.0%

22,057ｔ

排出量 計画処理量 中間処理量 23.3% 処理後最終処分量

94,555ｔ 89,011ｔ 15,449ｔ

100.0% 94.1% 減量化量 16.3%

66,954ｔ

自家処理量 直接最終処分量 70.8% 最終処分量

0ｔ 0ｔ 15,449ｔ

0.0% 0.0% 16.3%

94,555ｔ

1,631ｔ

集団回収量 総資源化量

12,385ｔ

(13.9%)

直接資源化量 処理後再生利用量

4,850ｔ 5,904ｔ

5.5% 処理残さ量 6.7%

20,507ｔ

排出量 計画処理量 中間処理量 23.4% 処理後最終処分量

87,674ｔ 82,824ｔ 14,603ｔ

100.0% 94.5% 減量化量 16.7%

62,317ｔ

自家処理量 直接最終処分量 71.1% 最終処分量

0ｔ 0ｔ 14,603ｔ

0.0% 0.0% 16.7%

1,631ｔ

87,674ｔ
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※端数処理により割合・合計が合わないことがある。 

（参考）図２-２  北島町の一般廃棄物の処理状況フロー（令和４年度） 

 

（２）生活排水の処理の現状 

令和４年度の生活排水の処理状況及びし尿・汚泥等の排出量は図３のとおりである。 

 

 

※汚水衛生処理人口：汚水処理施設に接続されている人口 

※端数処理により割合・合計が合わないことがある。 

図３  生活排水の処理状況フロー（令和４年度） 

集団回収量 総資源化量

1,398ｔ

(20.3%)

直接資源化量 処理後再生利用量

694ｔ 704ｔ

10.1% 処理残さ量 10.2%

1,550ｔ

排出量 計画処理量 中間処理量 22.5% 処理後最終処分量

6,881ｔ 6,187ｔ 846ｔ

100.0% 89.9% 減量化量 12.3%

4,637ｔ

自家処理量 直接最終処分量 67.4% 最終処分量

0ｔ 0ｔ 846ｔ

0.0% 0.0% 12.3%

0ｔ

6,881ｔ

浄化槽汚泥発生量

し尿発生量非水洗化人口

1,588人 (0.6%) 2,205 kL/年

未 処 理 人 口 単独処理浄化槽

39,824人 (16.0%) 38,236人 (15.3%)

249,378人 (100.0%) 133,071人 (53.4%) 76,080 kL/年

209,554人 (84.0%) 0人 (0.0%)

総　人　口 合併処理浄化槽等

公共下水道

76,483人 (30.7%)

汚水衛生処理人口 集落排水施設等
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（３）一般廃棄物等の処理の目標 

本計画の計画期間中においては、廃棄物の減量化を含め循環型社会の実現を目指し、表１の

とおり目標量について定め、それぞれの施策に取り組んでいくものとする。 

 

表１  減量・再生利用に関する現状と目標 

 
※端数処理により割合・合計が合わないことがある。 

 

 

 
※端数処理により割合・合計が合わないことがある。 

図４  目標達成時の一般廃棄物の処理状況フロー（令和11年度） 

  

現状（割合※1） 目標（割合※1）

(令和11年度)

事 業 系 　総排出量 28,349 トン 25,490 トン (-10.1%)

　1事業所当たりの排出量※2 2.01 トン/事業所 1.81 トン/事業所 (-10.0%)

生 活 系 　総排出量 66,206 トン 53,316 トン (-19.5%)

　1人当たりの排出量※3 194 kg/人 152 kg/人 (-21.7%)

合 計 　事業系生活系排出量合計 94,555 トン 78,806 トン (-16.7%)

直接資源化量 5,544 トン (5.9%) 5,225 トン (6.6%)

総資源化量 13,783 トン (14.3%) 14,543 トン (17.9%)

エ ネ ル ギ ー
回 収 量

－ －

最 終 処 分 量 埋立最終処分量 15,449 トン (16.3%) 12,749 トン (16.2%)

指標・単位
(令和４年度)

排 出 量

再 生 利 用 量

エネルギー回収量（年間の発電電力量及び
熱利用量）

※１　排出量は現状に対する増減割合、直接資源化量・埋立最終処分量は排出量に対する割合、総資源化量は排出量＋集団回収量に対する割合

※２　（１事業所当たりの排出量）＝{（事業系ごみの総排出量）－（事業系ごみの資源ごみ量）}／（事業所数）

※３　（１人当たりの排出量）＝{（生活系ごみの総排出量）－（生活系ごみの資源ごみ量）}／（人口）

≪用語の定義≫

排出量：事業系ごみ、生活系ごみを問わず、出されたごみの量（集団回収されたごみを除く。）〔単位：トン〕

再生利用量：集団回収量、直接資源化量、中間処理後の再生利用量の和〔単位：トン〕

減量化量：中間処理量と処理後の残さ量の差〔単位：トン〕

最終処分量：埋立処分された量〔単位：トン〕

集団回収量 総資源化量

14,543ｔ

(17.9%)

直接資源化量 処理後再生利用量

5,225ｔ 6,753ｔ

6.6% 処理残さ量 8.6%

19,502ｔ

排出量 計画処理量 中間処理量 24.7% 処理後最終処分量

78,806ｔ 73,581ｔ 12,749ｔ

100.0% 93.4% 減量化量 16.2%

54,079ｔ

自家処理量 直接最終処分量 68.6% 最終処分量

0ｔ 0ｔ 12,749ｔ

0.0% 0.0% 16.2%

2,565ｔ

78,806ｔ
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（参考）表１-１  徳島市の減量・再生利用に関する現状と目標 

 
※端数処理により割合・合計が合わないことがある。 

 

 

 
※端数処理により割合・合計が合わないことがある。 

（参考）図４-１  徳島市の目標達成時の一般廃棄物の処理状況フロー（令和11年度） 

  

現状（割合※1） 目標（割合※1）

(令和11年度)

事 業 系 　総排出量 27,126 トン 24,276 トン (-10.5%)

　1事業所当たりの排出量※2 2.07 トン/事業所 1.85 トン/事業所 (-10.6%)

生 活 系 　総排出量 60,548 トン 47,878 トン (-20.9%)

　1人当たりの排出量※3 195 kg/人 150 kg/人 (-23.1%)

合 計 　事業系生活系排出量合計 87,674 トン 72,154 トン (-17.7%)

直接資源化量 4,850 トン (5.5%) 4,543 トン (6.3%)

総資源化量 12,385 トン (13.9%) 13,134 トン (17.6%)

エ ネ ル ギ ー
回 収 量

－ －

最 終 処 分 量 埋立最終処分量 14,603 トン (16.7%) 11,943 トン (16.6%)

指標・単位
(令和４年度)

排 出 量

再 生 利 用 量

エネルギー回収量（年間の発電電力量及び
熱利用量）

※１　排出量は現状に対する増減割合、直接資源化量・埋立最終処分量は排出量に対する割合、総資源化量は排出量＋集団回収量に対する割合

※２　（１事業所当たりの排出量）＝{（事業系ごみの総排出量）－（事業系ごみの資源ごみ量）}／（事業所数）

※３　（１人当たりの排出量）＝{（生活系ごみの総排出量）－（生活系ごみの資源ごみ量）}／（人口）

≪用語の定義≫

排出量：事業系ごみ、生活系ごみを問わず、出されたごみの量（集団回収されたごみを除く。）〔単位：トン〕

再生利用量：集団回収量、直接資源化量、中間処理後の再生利用量の和〔単位：トン〕

減量化量：中間処理量と処理後の残さ量の差〔単位：トン〕

最終処分量：埋立処分された量〔単位：トン〕

集団回収量 総資源化量

13,134ｔ

(17.6%)

直接資源化量 処理後再生利用量

4,543ｔ 6,039ｔ

6.3% 処理残さ量 8.4%

17,982ｔ

排出量 計画処理量 中間処理量 24.9% 処理後最終処分量

72,154ｔ 67,611ｔ 11,943ｔ

100.0% 93.7% 減量化量 16.6%

49,629ｔ

自家処理量 直接最終処分量 68.8% 最終処分量

0ｔ 0ｔ 11,943ｔ

0.0% 0.0% 16.6%

2,552ｔ

72,154ｔ
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（参考）表１-２  北島町の減量・再生利用に関する現状と目標 

 
※端数処理により割合・合計が合わないことがある。 

 

 

 
※端数処理により割合・合計が合わないことがある。 

（参考）図４-２  北島町の目標達成時の一般廃棄物の処理状況フロー（令和11年度） 

 

現状（割合※1） 目標（割合※1）

(令和11年度)

事 業 系 　総排出量 1,223 トン 1,214 トン (-0.7%)

　1事業所当たりの排出量※2 1.30 トン/事業所 1.29 トン/事業所 (-0.8%)

生 活 系 　総排出量 5,658 トン 5,438 トン (-3.9%)

　1人当たりの排出量※3 185 kg/人 176 kg/人 (-4.9%)

合 計 　事業系生活系排出量合計 6,881 トン 6,652 トン (-3.3%)

直接資源化量 694 トン (10.1%) 682 トン (10.3%)

総資源化量 1,398 トン (20.3%) 1,409 トン (21.1%)

エ ネ ル ギ ー
回 収 量

－ －

最 終 処 分 量 埋立最終処分量 846 トン (12.3%) 806 トン (12.1%)

再 生 利 用 量

エネルギー回収量（年間の発電電力量及び
熱利用量）

指標・単位
(令和４年度)

排 出 量

※１　排出量は現状に対する増減割合、直接資源化量・埋立最終処分量は排出量に対する割合、総資源化量は排出量＋集団回収量に対する割合

※２　（１事業所当たりの排出量）＝{（事業系ごみの総排出量）－（事業系ごみの資源ごみ量）}／（事業所数）

※３　（１人当たりの排出量）＝{（生活系ごみの総排出量）－（生活系ごみの資源ごみ量）}／（人口）

≪用語の定義≫

排出量：事業系ごみ、生活系ごみを問わず、出されたごみの量（集団回収されたごみを除く。）〔単位：トン〕

再生利用量：集団回収量、直接資源化量、中間処理後の再生利用量の和〔単位：トン〕

減量化量：中間処理量と処理後の残さ量の差〔単位：トン〕

最終処分量：埋立処分された量〔単位：トン〕

集団回収量 総資源化量

1,409ｔ

(21.1%)

直接資源化量 処理後再生利用量

682ｔ 714ｔ

10.3% 処理残さ量 10.7%

1,520ｔ

排出量 計画処理量 中間処理量 22.8% 処理後最終処分量

6,652ｔ 5,970ｔ 806ｔ

100.0% 89.7% 減量化量 12.1%

4,451ｔ

自家処理量 直接最終処分量 66.9% 最終処分量

0ｔ 0ｔ 806ｔ

0.0% 0.0% 12.1%

6,652ｔ

13ｔ
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（４）生活排水の処理の目標 

生活排水処理については、表２に掲げる目標のとおり、合併処理浄化槽の整備等を進めてい

くものとする。 

 

表２  生活排水処理に関する現状と目標 

 
※端数処理により割合・合計が合わないことがある。 

 

 

 
※端数処理により割合・合計が合わないことがある。 

 

図５  目標達成時の生活排水の処理状況フロー（令和11年度） 

令和４年度実績

公共下水道　 76,483 人 (30.7%) 76,427 人 (32.2%)

集落排水施設等 0 人 (0.0%) 0 人 (0.0%)

合併処理浄化槽等 133,071 人 (53.4%) 137,426 人 (58.0%)

未処理人口 39,824 人 (16.0%) 23,201 人 (9.8%)

249,378 人 (100.0%) 237,054 人 (100.0%)

汲み取りし尿量 2,205 kL 2,091 kL

浄化槽汚泥量 76,080 kL 70,116 kL

78,285 kL 72,207 kL

令和11年度目標

処理形態
別人口

合計

し尿・汚泥
の量

合計

浄化槽汚泥発生量

し尿発生量

公共下水道

76,427人 (32.2%)

汚水衛生処理人口 集落排水施設等

237,054人 (100.0%) 137,426人 (58.0%) 70,116 kL/年

213,853人 (90.2%) 0人 (0.0%)

総　人　口 合併処理浄化槽等

非水洗化人口

1,507人 (0.5%) 2,091 kL/年

未 処 理 人 口 単独処理浄化槽

23,201人 (9.8%) 21,694人 (9.2%)
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３．施策の内容 

 

（１）発生抑制・再使用の推進 

ア  有料化 

現在、本市では生活系ごみは無料で収集を行い、事業系ごみについては処理手数料を課し

ている。 

今後、生活系ごみについては、市民アンケートや周辺自治体の状況調査等を踏まえた上で

有料化の検討を進め、それにより期待されるごみ排出量に応じた排出者（市民）への公平な

費用負担や、経済的なインセンティブ（動機付け）による意識変革等により、一般廃棄物の

発生・排出抑制、再資源化を推進する。 

事業系ごみについては、周辺自治体の動向や事業系ごみの排出状況等を考慮しながら、当

該手数料の金額について検討を行う。 

北島町においても、有料化の実施について検討を進める。 

 

イ  環境教育、普及啓発、助成 

市民・事業者・行政が連携し、環境関係施設の見学会等を始めとしたごみ問題に関する教

育を行い、その担い手を育てていくとともに、意識向上、行動に移すための知識の習得を継

続的に推進する。 

また、生活系ごみの大きな比率を占める「生ごみ」の減量化対策として、生ごみの徹底し

た水切りや食べ残し・消費期限切れの商品をできるだけなくすなど「生ごみ」や食品ロスの

削減に取り組むとともに、電気式生ごみ処理機や生ごみ処理容器等の一層の普及を図るため、

市民への広報活動の強化や補助制度の見直し等についても検討を行う。 

北島町においても「一般廃棄物（ごみ）処理基本計画」に基づき、環境教育、普及啓発等

の施策を推進する。 

 

ウ  マイバッグ運動・レジ袋対策 

本市では、販売店がレジ袋削減や過剰包装の自粛に向けた取組を実施するよう販売店に働

きかけていくとともに、市民に対し、レジ袋削減の必要性やマイバッグ（買い物袋）の持参、

簡易包装の選択などを呼びかける。 

また、市民に対し、使い捨て製品の使用を抑制し詰替え製品を積極的に購入するなど、ご

みになるものを受け取らない生活、物を大切にする生活スタイルを心掛けるよう呼びかける。 

北島町においても「一般廃棄物（ごみ）処理基本計画」に基づき、マイバッグ持参の推奨

等、レジ袋使用削減につながる施策を推進する。 
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エ  ごみ分別の推進 

生活系及び事業系の「分別頑張ったんやけど、燃やすしかないごみ（可燃ごみ）」には、

紙類や容器包装プラスチック等の本来資源化可能なごみが混在している。本市は、これら混

在する資源物の分別徹底を市民・事業者に対して周知・啓発するとともに、市民・事業者は

資源物の分別徹底に取り組む。 

また、ごみの再資源化をさらに推進するため、今後、効果的な分別方式の検討を行ってい

く。缶・びん・ペットボトルや製品プラスチックなど再資源化可能なごみの分別方式を見直

し、より効率的な再資源化を図る。 

北島町においても「一般廃棄物（ごみ）処理基本計画」に基づき、分別の徹底を行う。 

 

オ  生活排水対策 

市民が家庭において自主的に生活排水対策に取り組むよう、多様な手段による情報発信や

学習会の開催など普及啓発を行うほか、徳島市生活排水浄化実践推進員※などとの連携強化

を図っていく。 

 

※徳島市生活排水浄化実践推進員 

本市が進める生活排水対策事業に協力し、地域等において生活排水浄化対策の実践に取

り組むとともに、推進する市民を生活排水浄化実践推進員として登録する制度を設けてい

る。 

 

（２）処理体制 

ア  生活系ごみの処理体制の現状と今後 

分別区分及び処理方法については、表３のとおりである。 

本市では「徳島市東部環境事業所」と「徳島市西部環境事業所」において可燃ごみの処理

を行い、その他のごみは資源化事業者で委託処理を行っている。最終処分は「徳島東部処分場

（徳島県環境整備公社）」で処分を行っている。 

北島町では「北島町清掃センター（焼却施設・不燃物処理施設）」において可燃ごみの焼却処

理を行い、不燃ごみ、粗大ごみ及び一部の資源ごみの処理・資源化を行っている。その他の資源

ごみは資源化事業者に委託処理を行っている。最終処分は「徳島東部処分場（徳島県環境整備公

社）」で委託処分を行っているほか、ワレモノ・陶磁器類については民間事業者に委託処分を行っ

ている。 

今後は、新ごみ処理施設（熱回収施設及びリサイクルセンター、いずれも令和16年度供用

開始予定）建設に合わせ、施設の処理対象ごみ（「分別頑張ったんやけど、燃やすしかないご

み」、「燃やせないごみ」、「資源物」、「粗大ごみ」及び「有害ごみ」）について分別区分の見直

しを行い、製品プラスチックの資源化を新たに行う予定である。 

なお、北島町からは燃やせるごみ及び可燃残渣のみ新ごみ処理施設へ受け入れる予定であ

る。 
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イ  事業系ごみの処理体制の現状と今後 

今後とも生活系ごみの分別区分に準じ、収集、処分を行う。 

また、事業者に対し、事業系ごみの適切な分別・排出を呼び掛けるとともに、啓発用のハ

ンドブックのより効率的な活用方法について検討を行っていく。特に大規模事業所に対し、

「事業系一般廃棄物減量計画書」の提出など、ルールづくりについて検討する。 

更に、定期的に事業系ごみの展開検査を実施し、適正な分別・排出の徹底を推進する。 

 

ウ  一般廃棄物処理施設であわせて処理する産業廃棄物の現状と今後 

現在、一般廃棄物処理施設において産業廃棄物の併せ処理は行っておらず、今後も産業廃

棄物の処理を行う予定はない。 

 

エ  生活排水処理の現状と今後 

公共下水道の効率的な管渠の整備・維持管理などを行うとともに、公共下水道事業計画区

域外においては、合併処理浄化槽の設置・転換と浄化槽の適正な使用や維持管理を促進する。 

 

  



 

- 13 - 

表３  本地域の生活系ごみの分別区分と処理方法の現状と今後 

 
注）本市においては、整備予定である新施設（熱回収施設、リサイクルセンター）の稼働（令和16年度予定）に

合わせて、プラスチック資源の分別収集を開始し、リサイクルセンターにおいて選別、資源化を行う計画で

ある。 

  

焼却
東部環境事業所

・西部環境事業所
焼却

東部環境事業所
・西部環境事業所

選別・
溶融固化

委託
選別・

溶融固化
委託

プラスチック製
容器包装

資源化 委託
プラスチック製

容器包装
資源化 委託

缶・びん・
ペットボトル

資源化 委託
缶・びん・

ペットボトル
資源化 委託

破砕・選別
・裁断

委託
破砕・選別

・裁断
委託

保管後
資源化

東部環境事業所
保管後
資源化

東部環境事業所

－ － － －

－ － － －

焼却 清掃センター 焼却 清掃センター

破砕・
選別

清掃センター
破砕・
選別

清掃センター

缶 資源化 清掃センター 缶 資源化 清掃センター

びん 資源化 清掃センター びん 資源化 清掃センター

ペットボトル 資源化 清掃センター ペットボトル 資源化 清掃センター

プラスチック製
容器包装

資源化 委託
プラスチック製

容器包装
資源化 委託

新聞紙・雑誌類・
ダンボール・紙パック

資源化 委託
新聞紙・雑誌類・

ダンボール・紙パック
資源化 委託

ワレモノ・陶磁器類 埋立 委託 ワレモノ・陶磁器類 埋立 委託

保管後
資源化

清掃センター・
委託

保管後
資源化

清掃センター・
委託

－ － － －

集団回収

処理方法 処理施設

現状（令和５年度）

徳島市

処理施設

有害ごみ

分別区分 処理方法

分別頑張ったんやけど、
燃やすしかないごみ

燃やせないごみ

集団回収

粗大ごみ

資
源
物

拠点回収

粗大ごみ

集団回収

委託資源化新聞紙

委託資源化
雑誌・ダンボール

・紙パック

乾電池

燃やせるごみ

粗大・不燃ごみ

資
源
物

現状（令和５年度）

北島町

分別区分

有害ごみ

拠点回収

資
源
物

燃やせないごみ

今後（令和11年度）

徳島市

処理施設処理方法分別区分

分別頑張ったんやけど、
燃やすしかないごみ

新聞紙

雑誌・ダンボール
・紙パック

資源化

資源化 委託

委託

今後（令和11年度）

北島町

分別区分 処理方法 処理施設

燃やせるごみ

粗大・不燃ごみ

資
源
物

乾電池

集団回収
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（３）処理施設等の整備 

ア  廃棄物処理施設 

上記（２）の統一化後の分別区分及び処理体制で処理を行うため、表４のとおり必要な施

設整備を行う。 

 

表４  整備する処理施設 

事業 

番号 
整備施設種類 事業名 処理能力 設置予定地 事業期間 

国土強靭

化 

１ 
リサイクル 

センター 

リサイクルセンター

整備事業 
61ｔ/日 徳島市東沖洲 (R9～R15) 

第２期徳

島市国土

強靭化地

域計画 

２ 熱回収施設 
熱回収施設 

整備事業 
282ｔ/日 徳島市東沖洲 (R9～R15) 

第２期徳

島市国土

強靭化地

域計画 

（整備理由） 

事業番号１  既存施設の老朽化への対処、不燃ごみ、粗大ごみの破砕・選別及び資源化の促進 

事業番号２  既存施設の老朽化への対処、熱エネルギーの回収、有効利用の促進 

 

 

イ  合併処理浄化槽の整備 

合併処理浄化槽の整備については、表５のとおり行う。 

 

表５  合併処理浄化槽の整備計画 

事業 

番号 
事  業 

直近の整備済 

基数(基) 

(令和４年度) 

整備計画 

基  数 

（基） 

整備計画 

人  口 

（人） 

事業期間 国土強靭化 

３ 浄化槽設置整備事業 14,556 750 1,560 R6～R10 － 
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（４）施設整備に関する計画支援事業 

（３）の施設整備に先立ち、表６のとおり計画支援事業を行う。 

 

表６  実施する計画支援事業 

事業 

番号 
事業名 事業内容 事業期間 

１ 

リサイクルセンター整備事業（事業番号１）に係る 

基本設計事業 
基本設計 (H31)～R10 

リサイクルセンター整備事業（事業番号１）に係る 

環境影響評価事業 
環境影響評価 (H31)～R10 

リサイクルセンター整備事業（事業番号１）に係る 

造成工事基本・実施設計 

造成工事 

基本・実施設計 
R7～R9 

リサイクルセンター整備事業（事業番号１）に係る 

PFI導入可能性調査事業 

PFI導入可能性 

調査 
R8 

リサイクルセンター整備事業（事業番号１）に係る 

事業者選定（発注支援）事業 

事業者選定 

（発注支援） 
R10～(R11) 

２ 

熱回収施設整備事業（事業番号２）に係る 

基本設計事業 
基本設計 (H31)～R10 

熱回収施設整備事業（事業番号２）に係る 

環境影響評価事業 
環境影響評価 (H31)～R10 

熱回収施設整備事業（事業番号２）に係る 

造成工事基本・実施設計 

造成工事 

基本・実施設計 
R7～R9 

熱回収施設整備事業（事業番号２）に係る 

PFI導入可能性調査事業 

PFI導入可能性 

調査 
R8 

熱回収施設整備事業（事業番号２）に係る 

事業者選定（発注支援）事業 

事業者選定 

（発注支援） 
R10～(R11) 
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（５）その他の施策 

その他、地域の循環型社会を形成する上で、次の施策を実施していく。 

 

ア  店頭回収設置店の紹介 

本市では、スーパー等の事業者が紙パック等の資源物を店頭回収する取組が行われてい

る。店頭回収の利用は、市の資源化ルートとは異なる民間事業者の資源化ルートである。  

市民に対して店頭回収の利用を促進するよう働きかけを行っていく。 

 

イ  新たな情報発信ツールの活用 

スマートフォン等で活用可能な情報発信ツールについて、検討を行っていく。 

 

ウ  ごみ減量化・リサイクルの取組への表彰制度などの検討 

市内でごみ減量化・リサイクルの取組を積極的に行っている事業者を表彰し、市ホームペー

ジ等でPRを行っていく。 

 

エ  資源物回収運動・拠点回収事業の推進・拡充 

本市では、町内会、自治会単位等で資源物回収運動が行われており、今後同活動の推進

を図るための支援、市民は同活動に積極的に参加し、資源物の回収を推進していく。 

また、現在実施している徳島市エコステーション等の拠点回収事業について拡大・充実

を図り、市民の利便性を高めながら資源物の回収率を向上させることを目指す。 

 

オ  小型家電リサイクルの推進 

本市の実施した組成調査結果によると、燃やせないごみの中には５～12％程度の家電製品

が含まれていることが確認されている。小型家電には資源の枯渇が危惧されている有用な金

属が多く含まれていることから、今後、小型家電リサイクルの検討を行っていく。 

 

カ 不法投棄対策 

市民、事業者、行政が連携して、清掃活動や監視、啓発活動等を実施するなど、不法投棄

をさせないという環境づくりを行う。 

不法投棄パトロール等の監視強化に加え、啓発活動を実施することにより、不法投棄の未

然防止を図るとともに、不法投棄件数の減少に努める。 

また、不法投棄が確認された場合は、土地の所有者や管理者に対して、早急に適正な対応

を行うよう指導するなど、再発防止策を講じる。 

 

キ 災害時の廃棄物処理に関する事項 

災害時に本市から発生する廃棄物は「徳島市災害廃棄物処理計画」（平成28年６月）を踏

まえて適正に処理を行う。 
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４．計画のフォローアップと事後評価 

 

（１）計画のフォローアップ 

毎年、計画の進捗状況を把握し、その結果を公表するとともに、必要に応じて、国及び徳島

県と意見交換をしつつ、計画の進捗状況を勘案し、計画の見直しを行う。 

 

（２）事後評価及び計画の見直し 

計画期間終了後、処理状況の把握を行い、その結果が取りまとまった時点で、速やかに計画

の事後評価、目標達成状況の評価を行う。 

また、評価の結果を公表するとともに、評価結果を次期計画策定に反映させるものとする。 

なお、計画の進捗状況や社会経済情勢の変化を踏まえ、必要に応じ計画を見直すものとする。 
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循環型社会形成推進地域計画の添付書類一覧 

 

 

◎  循環型社会形成推進地域計画 

（別添１）現状と目標のトレンドグラフ 

（別添２）指標と人口等との要因に関するトレンドグラフ 

（別添３）生活系ごみ分別区分（令和５年５月現在） 

（別添４）ごみ処理手数料（令和５年４月現在） 

（別添５）現有処理施設等の概要 

 

○様式１  循環型社会形成推進交付金等事業実施計画総括表１ 

 

○様式２  循環型社会形成推進交付金等事業実施計画総括表２ 

 

 

◇  その他参考資料として以下のものを添付。 

 対象とする施設整備・事業 

○参考資料様式１ 

施設概要（マテリアルリサイクル施設系） 
リサイクルセンター整備事業 

○参考資料様式２ 

施設概要（エネルギー回収施設系） 
熱回収施設整備事業 

○参考資料様式７ 

施設概要（浄化槽系） 
浄化槽設置整備事業 

○参考資料様式８ 

計画支援概要 
施設整備（事業番号１,２）に関する計画支援事業 

○浄化槽対象区域図 浄化槽設置整備事業 

○ハザードマップ 洪水、高潮、地震・津波 

○国土強靭化計画 第２期徳島市国土強靭化地域計画（素案）抜粋 
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別添１  現状と目標のトレンドグラフ 
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別添２  指標と人口等との要因に関するトレンドグラフ   
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別添３  生活系ごみ分別区分（令和５年５月現在） 

【ごみの分別方法及び収集方法】 

表 1 可燃ごみの対象及び排出方法等 

項 目 内 容 

市町 徳島市 北島町 

分別名称 
分別頑張ったんやけど、 

燃やすしかないごみ 
燃やせるごみ 

対 象 生ごみ、紙くず、木切れ、布類 生ごみ、紙くず、布類、寝具類 

収集回数 週 2 回 週 2 回 

排出方法 指定なし(透明又は半透明袋) 指定なし(透明又は半透明袋) 

収集方式 戸別・ステーション方式 ステーション方式 

収集体制 直営・委託 直営 
 
 

表 2 不燃ごみの対象及び排出方法等 

項 目 内 容 

市町 徳島市 北島町 

分別名称 燃やせないごみ 粗大・不燃ごみ 

対 象 
金属類、ガラス類、陶器類、 

容器包装以外のプラスチック類 

金属類、ガラス類、スプレー缶、プ

ラマークのついていないプラスチッ

ク製品、われもの 

収集回数 概ね月 1 回（4 週に 1 回） 随時 

排出方法 指定なし(透明又は半透明袋) 指定なし 

収集方式 戸別・ステーション方式 直接搬入 

収集体制 直営・委託 直営 
 
 

表 3 粗大ごみの対象及び排出方法等 

項 目 内 容 

市町 徳島市 北島町 

分別名称 粗大ごみ 粗大・不燃ごみ 

対 象 
家電製品類、家具類、寝具類、 

自転車・遊具類 

家電製品類、家具類、 

自転車・遊具類、木切れ 

収集回数 1 回/2 カ月（申込制） 随時 

排出方法 指定なし 指定なし 

収集方式 戸別 直接搬入 

収集体制 委託 直営 
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表 4 資源物の対象及び排出方法等 

項 目 内 容 

分別名称 

徳
島
市 

缶･びん･ 

ペットボトル 
プラマーク 新聞紙 

雑誌･段ボール･ 

紙パック 

対 象 

飲料用･食品用の

缶、飲料用･食品

用のびん、ペッ

トボトル 

プラスチック製

容器包装（ボト

ル類、カップ･

パック類、トレ

イ類、袋･ラップ

類、その他） 

新聞紙 

雑誌･雑がみ、ダ

ンボール、紙製

容器包装（紙

パック） 

収集回数 概ね月 2 回 概ね月 2 回 概ね月 1 回 概ね月 1 回 

排出方法 
指定なし(透明又

は半透明袋) 

指定なし(透明又

は半透明袋) 
ひも結束 ひも結束 

収集方式 
戸別・ステー

ション方式 

戸別・ステー

ション方式 

戸別・ステー

ション方式 

戸別・ステー

ション方式 

収集体制 直営・委託 直営・委託 直営・委託 直営・委託 

分別名称 

北
島
町 

プラスチック 

PET ボトル 
かん びん 紙類 

対 象 

プラスチック製

容器包装、PET ボ

トル 

アルミ缶 

スチール缶 

茶色のびん、無

色のびん、その

他の色のびん 

新聞、段ボー

ル、雑誌・雑か

み（新聞・段

ボール以外の

紙） 

収集回数 週 1 回 概ね月 2 回 概ね月 3 回 概ね月 3 回 

排出方法 
指定なし(透明又

は半透明袋) 
専用コンテナ 専用コンテナ ひも結束 

収集方式 
ステーション方

式 

ステーション方

式 

ステーション方

式 

ステーション方

式 

収集体制 直営 直営 直営 直営 

 

表 5 有害ごみの対象及び排出方法等 

項 目 内 容 

市町 徳島市 北島町 

分別名称 有害ごみ 廃乾電池 

対 象 乾電池、水銀体温計 乾電池 

収集回数 
1 回/2 カ月 

（粗大ごみ排出時に収集） 
随時 

排出方法 指定なし(透明又は半透明袋) 
収集場に備え付けの容器に直接廃棄 

（自宅前排出は透明又は半透明袋） 

収集方式 戸別、回収箱 戸別、回収箱 

収集体制 直営・委託 直営 
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別添４  ごみ処理手数料（令和５年４月現在） 

 

①徳島市 

・指定袋なし 

 

・持込の場合のごみ処理手数料 

区分 単位 処理手数料 

ごみ種別・施設共通 

 

100kgまで 1,220円 

100kg超 1,220円に100kgを超える部分につき

10kg増すごとに122円を加算して得た額 

犬、猫等の死体 １体につき 510円 

 

②北島町 

・指定袋なし 

 

・持込の場合のごみ処理手数料 無料 
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別添５  現有処理施設等の概要（令和５年４月現在） 

 

（１）可燃ごみ処理施設 

 

自治体名 施設名 施設規模 炉型式・処理形式 竣工年月 供用年数 

徳島市 
東部環境事業所 190ｔ/日 全連・ストーカ 昭和54年８月 43年 

西部環境事業所 180ｔ/日 全連・ストーカ 平成３年２月 32年 

北島町 
清掃センター 

焼却施設 
26t/８h 

機械化バッチ式 

・ストーカ 
昭和60年３月 38年 

 

（２）リサイクルセンター 

 

自治体名 施設名 施設規模 方式 竣工年月 供用年数 

北島町 
清掃センター 

不燃物処理施設 
15t/５h 破砕・選別 昭和60年３月 38年 

 

（３）中継施設 

 

自治体名 施設名 施設規模 方式 竣工年月 供用年数 

徳島市 
徳島市廃棄物 

運搬中継施設 
30t/日 

コンパクタ・ 

コンテナ方式 
平成11年３月 24年 

 

 

（４）し尿処理施設 

 

自治体名 施設名 施設規模 処理方式 竣工年月 供用年数 

徳島市 

東部環境事業所 

浄水苑 第一工場 
120kL/日 

希釈曝気・活性汚泥

処理法 
昭和53年３月 45年 

東部環境事業所 

浄水苑 第二工場 

高度処理施設 

150kL/日 

－ 

標準脱窒素処理法 

凝集沈殿処理法 

昭和59年３月 

昭和56年３月 

39年 

42年 
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様式１ 

循環型社会形成推進交付金等事業実施計画 総括表１ 
 

１ 地域の概要 
(1) 地域名 徳島地域 (2) 地域内人口 273,884 人 (3) 地域面積 200.26km2 

(4) 構成市町村等名 徳島市、北島町 (5) 地域の要件＊ 人口  面積  沖縄  離島  奄美  豪雪  山村  半島  過疎  その他 

(6) 構成市町村に一部事務組合等が ①組合を構成する市町村：     ②設立(予定)年月日：   年  月  日 設立､許可予定 

   含まれる場合、当該組合の状況 ③設立されていない場合、今後の見通し： 

＊ 交付要綱で定める交付対象となる要件のうち、該当する項目全てに〇をつける。 
 

２ 一般廃棄物の減量化、再生利用の現状と目標 
年 

  

  

  

年  

過去の状況・現状（排出量に対する割合） 目標 

指標・単位 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和 11 年度 

排出量 事業系  総排出量（トン） 35,990  35,478  31,217  28,158  28,349  25,490 (-10.1%) 

      １事業所当たりの排出量（トン/事業所） 2.41  2.41  2.15  1.97  2.01  1.81 (-10.0%) 

 生活系  総排出量（トン） 64,995  66,333  68,762  69,204  66,206  53,316 (-19.5%) 

      １人当たりの排出量（kg/人） 185  191  198  202  194  152 (-21.7%) 

 合  計  事業系生活系排出量合計（トン） 100,985  101,811  99,979  97,362  94,555  78,806 (-16.7%) 

再生利用量 直接資源化量（トン） 5,358 (5.3%) 5,221 (5.1%) 5,732 (5.7%) 5,799 (6.0%) 5,544 (5.9%) 5,225 (6.6%) 

 総資源化量（トン） 15,490 (14.9%) 14,220 (13.6%) 14,125 (13.9%) 14,244 (14.4%) 13,783 (14.3%) 14,543 (17.9%) 

エネルギー回収量 

エネルギー回収量 (年間の発電電力量 MWh) －  －  －  －  －  －  

        （年間の熱利用量 GJ） －  －  －  －  －  －  

最終処分量 埋立最終処分量（トン） 17,713 (17.5%) 18,363 (18.0%) 17,371 (17.4%) 16,657 (17.1%) 15,449 (16.3%) 12,749 (16.2%) 

※ 割合は、排出量分については現状（令和４年度分）に対する割合、その他は排出量に対する割合を示す。 

※ 別添２として指標と人口等の要因に関するトレンドグラフを添付した。 
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３ 一般廃棄物施設の現況と更新、廃止、新設の予定 
 

（1）現有施設リスト 

施設種別 施設名 事業主体 型式及び処理方式 
処理能力 

（単位） 
竣工年月 廃止又は休止（予定）年月 想定される浸水深と対策 備考 

ごみ焼却施設 東部環境事業所 徳島市 
全連続焼却施設 

・ストーカ 
190ｔ/日 昭和 54 年８月 令和 16 年３月 

浸水深：２～３ｍ（津波） 

対策：協定に基づく県、近隣 

市町村等からの支援 

 

ごみ焼却施設 西部環境事業所 徳島市 
全連続焼却施設 

・ストーカ 
180ｔ/日 平成３年２月 令和 16 年３月 

浸水深：５～10ｍ（洪水） 

対策：協定に基づく県、近隣 

市町村等からの支援 

 

ごみ焼却施設 清掃センター 北島町 
機械化バッチ式 

・ストーカ 
26t/８h 昭和 60 年３月 令和 16 年３月 

浸水深：１～２ｍ（津波） 

対策：協定に基づく県、近隣 

市町村等からの支援 

 

粗大ごみ処理施設 不燃物処理施設 北島町 破砕・選別 15t/５h 昭和 60 年３月 未定 

浸水深：１～２ｍ（津波） 

対策：協定に基づく県、近隣 

市町村等からの支援 

 

し尿処理施設 
東部環境事業所 

浄水苑 第一工場 
徳島市 

希釈曝気・活性汚泥処理法 120kL/日 昭和 53 年３月 

未定 

浸水深：２～３ｍ（津波） 

対策：協定に基づく県、近隣 

市町村等からの支援 

 標準脱窒素処理法 
150kL/日 

昭和 59 年３月 

凝集沈殿処理法 昭和 56 年３月 

中継施設 
徳島市廃棄物 

運搬中継施設 
徳島市 コンパクタ・コンテナ 30ｔ/日 平成 11 年３月 未定 

浸水深：５～10ｍ（洪水） 

対策：協定に基づく県、近隣 

市町村等からの支援 

 

 

（2）更新（改良）・新設施設リスト 

施設種別 施設名 事業主体 
型式及び 

処理方式 

処理能力 

（単位） 
竣工予定年月 

更新（改良）・

新設理由 

廃焼却施設解

体の有無（解

体施設の名

称） 

廃焼却施設 

解体事業 

着手(予定)年月 

完了(予定)年月 

想定される 

浸水深と対策 

プラスチック

再商品化を実

施するための

施設整備事業 

備考 

リサイクル 

センター 

リサイクル 

センター 
徳島市 

破砕･選別･

圧縮･梱包･

一時保管 

61ｔ/日 令和 15 年度 

既存施設の老

朽化への対処、

不燃ごみ、粗大

ごみの破砕・選

別及び資源化

の促進 

なし － 

浸水深：1.0～2.0ｍ（津

波） 

対策：敷地嵩上げや重要

設備を上階に設置する等 

○ 

ス ト ッ ク

ヤード 0.2

ｔ/日含む 

熱回収施設 
熱 回 収 施

設 
徳島市 

全連続焼却

施設・ストー

カ 

282ｔ/日 令和 15 年度 

既存施設の老

朽化への対処、

熱エネルギー

の回収、有効利

用の促進 

あり 

(東部環境事業

所または西部

環境事業所) 

未定 

浸水深：1.0～2.0ｍ（津

波） 

対策：敷地嵩上げや重要

設備を上階に設置する等 

－  
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４ 生活排水処理の現状と目標 
 

年 

 

指標・単位 

過去の状況・現状 目標 
備考 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和 11 年度 

総人口  256,599 255,237 252,391 250,990 249,378 237,054  

公共下水道 汚水衛生処理人口 78,888 78,149 77,186 76,782 76,483 76,427  

  汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率 30.7% 30.6% 30.6% 30.6% 30.7% 32.2%  

集落排水施設等 汚水衛生処理人口 0 0 0 0 0 0  

  汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%  

合併処理浄化槽等 汚水衛生処理人口 122,063 127,057 129,136 131,387 133,071 137,426  

  汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率 47.6% 49.8% 51.2% 52.3% 53.4% 58.0%  

未処理人口 汚水衛生未処理人口 55,648 50,031 46,069 42,821 39,824 23,201  

   21.7% 19.6% 18.3% 17.1% 16.0% 9.8%  

※ 別添２として指標と人口等の要因に関するトレンドグラフを添付した。 

 

 

５ 浄化槽の整備の状況と更新、廃止、新設の予定 

 

施設種別 事業主体 

現有施設の内容 整備予定施設の内容 

基数 処理人口 開始年度 基数 処理人口 目標年次 

浄化槽設置整備事業 徳島市 14,556 基 58,405 人 昭和 63 年度 750 基 1,560 人 令和 11 年度 
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様式１ 

（参考）徳島市 循環型社会形成推進交付金等事業実施計画 総括表１ 
 

１ 地域の概要 
(1) 地域名 徳島地域 (2) 地域内人口 250,451 人 (3) 地域面積 191.52km2 

(4) 構成市町村等名 徳島市 (5) 地域の要件＊ 人口  面積  沖縄  離島  奄美  豪雪  山村  半島  過疎  その他 

(6) 構成市町村に一部事務組合等が ①組合を構成する市町村：     ②設立(予定)年月日：   年  月  日 設立､許可予定 

   含まれる場合、当該組合の状況 ③設立されていない場合、今後の見通し： 

＊ 交付要綱で定める交付対象となる要件のうち、該当する項目全てに〇をつける。 
 

２ 一般廃棄物の減量化、再生利用の現状と目標 
年 

  

  

  

年  

過去の状況・現状（排出量に対する割合） 目標 

指標・単位 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和 11 年度 

排出量 事業系  総排出量（トン） 34,715  34,206  30,032  26,957  27,126  24,276 (-10.5%) 

      １事業所当たりの排出量（トン/事業所） 2.48  2.48  2.21  2.02  2.07  1.85 (-10.6%) 

 生活系  総排出量（トン） 59,539  60,579  62,971  63,494  60,548  47,878 (-20.9%) 

      １人当たりの排出量（kg/人） 186  191  198  203  195  150 (-23.1%) 

 合  計  事業系生活系排出量合計（トン） 94,254  94,785  93,003  90,451  87,674  72,154 (-17.7%) 

再生利用量 直接資源化量（トン） 4,678 (5.0%) 4,524 (4.8%) 4,975 (5.3%) 5,085 (5.6%) 4,850 (5.5%) 4,543 (6.3%) 

 総資源化量（トン） 14,023 (14.4%) 12,788 (13.1%) 12,604 (13.3%) 12,792 (13.9%) 12,385 (13.9%) 13,134 (17.6%) 

エネルギー回収量 

エネルギー回収量 (年間の発電電力量 MWh) －  －  －  －  －  －  

        （年間の熱利用量 GJ） －  －  －  －  －  －  

最終処分量 埋立最終処分量（トン） 16,877 (17.9%) 17,506 (18.5%) 16,478 (17.7%) 15,814 (17.5%) 14,603 (16.7%) 11,943 (16.6%) 

※ 割合は、排出量分については現状（令和４年度分）に対する割合、その他は排出量に対する割合を示す。 

※ 別添２として指標と人口等の要因に関するトレンドグラフを添付した。 
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３ 一般廃棄物施設の現況と更新、廃止、新設の予定 
 

（1）現有施設リスト 

施設種別 施設名 事業主体 型式及び処理方式 
処理能力 

（単位） 
竣工年月 廃止又は休止（予定）年月 想定される浸水深と対策 備考 

ごみ焼却施設 東部環境事業所 徳島市 
全連続焼却施設 

・ストーカ 
190ｔ/日 昭和 54 年８月 令和 16 年３月 

浸水深：２～３ｍ（津波） 

対策：協定に基づく県、近隣 

市町村等からの支援 

 

ごみ焼却施設 西部環境事業所 徳島市 
全連続焼却施設 

・ストーカ 
180ｔ/日 平成３年２月 令和 16 年３月 

浸水深：５～10ｍ（洪水） 

対策：協定に基づく県、近隣 

市町村等からの支援 

 

し尿処理施設 
東部環境事業所 

浄水苑 第一工場 
徳島市 

希釈曝気・活性汚泥処理法 120kL/日 昭和 53 年３月 

未定 

浸水深：２～３ｍ（津波） 

対策：協定に基づく県、近隣 

市町村等からの支援 

 標準脱窒素処理法 
150kL/日 

昭和 59 年３月 

凝集沈殿処理法 昭和 56 年３月 

中継施設 
徳島市廃棄物 

運搬中継施設 
徳島市 コンパクタ・コンテナ 30ｔ/日 平成 11 年３月 未定 

浸水深：５～10ｍ（洪水） 

対策：協定に基づく県、近隣 

市町村等からの支援 

 

 

（2）更新（改良）・新設施設リスト 

施設種別 施設名 事業主体 
型式及び 

処理方式 

処理能力 

（単位） 
竣工予定年月 

更新（改良）・

新設理由 

廃焼却施設解

体の有無（解

体施設の名

称） 

廃焼却施設 

解体事業 

着手(予定)年月 

完了(予定)年月 

想定される 

浸水深と対策 

プラスチック

再商品化を実

施するための

施設整備事業 

備考 

リサイクル 

センター 

リサイクル 

センター 
徳島市 

破砕･選別･

圧縮･梱包･

一時保管 

61ｔ/日 令和 15 年度 

既存施設の老

朽化への対処、

不燃ごみ、粗大

ごみの破砕・選

別及び資源化

の促進 

なし － 

浸水深：1.0～2.0ｍ（津

波） 

対策：敷地嵩上げや重要

設備を上階に設置する等 

○ 

ス ト ッ ク

ヤード 0.2

ｔ/日含む 

熱回収施設 
熱 回 収 施

設 
徳島市 

全連続焼却

施設・ストー

カ 

282ｔ/日 令和 15 年度 

既存施設の老

朽化への対処、

熱エネルギー

の回収、有効利

用の促進 

あり 

(東部環境事業

所または西部

環境事業所) 

未定 

浸水深：1.0～2.0ｍ（津

波） 

対策：敷地嵩上げや重要

設備を上階に設置する等 

－  
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４ 生活排水処理の現状と目標 
 

年 

 

指標・単位 

過去の状況・現状 目標 
備考 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和 11 年度 

総人口  256,599 255,237 252,391 250,990 249,378 237,054  

公共下水道 汚水衛生処理人口 78,888 78,149 77,186 76,782 76,483 76,427  

  汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率 30.7% 30.6% 30.6% 30.6% 30.7% 32.2%  

集落排水施設等 汚水衛生処理人口 0 0 0 0 0 0  

  汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%  

合併処理浄化槽等 汚水衛生処理人口 122,063 127,057 129,136 131,387 133,071 137,426  

  汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率 47.6% 49.8% 51.2% 52.3% 53.4% 58.0%  

未処理人口 汚水衛生未処理人口 55,648 50,031 46,069 42,821 39,824 23,201  

   21.7% 19.6% 18.3% 17.1% 16.0% 9.8%  

※ 別添２として指標と人口等の要因に関するトレンドグラフを添付した。 

 

 

５ 浄化槽の整備の状況と更新、廃止、新設の予定 

 

施設種別 事業主体 

現有施設の内容 整備予定施設の内容 

基数 処理人口 開始年度 基数 処理人口 目標年次 

浄化槽設置整備事業 徳島市 14,556 基 58,405 人 昭和 63 年度 750 基 1,560 人 令和 11 年度 

 

  



 

 

-
 36 - 

 

様式１ 

（参考）北島町 循環型社会形成推進交付金等事業実施計画 総括表１ 
 

１ 地域の概要 
(1) 地域名 徳島地域 (2) 地域内人口 23,433 人 (3) 地域面積 8.74 km2 

(4) 構成市町村等名 北島町 (5) 地域の要件＊ 人口  面積  沖縄  離島  奄美  豪雪  山村  半島  過疎  その他 

(6) 構成市町村に一部事務組合等が ①組合を構成する市町村：     ②設立(予定)年月日：   年  月  日 設立､許可予定 

   含まれる場合、当該組合の状況 ③設立されていない場合、今後の見通し： 

＊ 交付要綱で定める交付対象となる要件のうち、該当する項目全てに〇をつける。 
 

２ 一般廃棄物の減量化、再生利用の現状と目標 
年 

  

  

  

年  

過去の状況・現状（排出量に対する割合） 目標 

指標・単位 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和 11 年度 

排出量 事業系  総排出量（トン） 1,275  1,272  1,185  1,201  1,223  1,214 (-0.7%) 

      １事業所当たりの排出量（トン/事業所） 1.42   1.40   1.29   1.29   1.30   1.29  (-0.8%) 

 生活系  総排出量（トン） 5,456  5,754  5,791  5,710  5,658  5,438 (-3.9%) 

      １人当たりの排出量（kg/人） 179  192  190  188  185  176 (-4.9%) 

 合  計  事業系生活系排出量合計（トン） 6,731  7,026  6,976  6,911  6,881  6,652 (-3.3%) 

再生利用量 直接資源化量（トン） 680 (10.1%) 697 (9.9%) 757 (10.9%) 714 (10.3%) 694 (10.1%) 682 (10.3%) 

 総資源化量（トン） 1,467 (21.7%) 1,432 (20.4%) 1,521 (21.8%) 1,452 (21.0%) 1,398 (20.3%) 1,409 (21.1%) 

エネルギー回収量 

エネルギー回収量 (年間の発電電力量 MWh) －  －  －  －  －  －  

        （年間の熱利用量 GJ） －  －  －  －  －  －  

最終処分量 埋立最終処分量（トン） 836 (12.4%) 857 (12.2%) 893 (12.8%) 843 (12.2%) 846 (12.3%) 806 (12.1%) 

※ 割合は、排出量分については現状（令和４年度分）に対する割合、その他は排出量に対する割合を示す。 

※ 別添２として指標と人口等の要因に関するトレンドグラフを添付した。 

  



 

 

-
 37 - 

３ 一般廃棄物施設の現況と更新、廃止、新設の予定 
 

（1）現有施設リスト 

施設種別 施設名 事業主体 型式及び処理方式 
処理能力 

（単位） 
竣工年月 廃止又は休止（予定）年月 想定される浸水深と対策 備考 

ごみ焼却施設 清掃センター 北島町 
機械化バッチ式 

・ストーカ 
26t/８h 昭和 60 年３月 令和 16 年３月 

浸水深：１～２ｍ（津波） 

対策：協定に基づく県、近隣 

市町村等からの支援 

 

粗大ごみ処理施設 不燃物処理施設 北島町 破砕・選別 15t/５h 昭和 60 年３月 未定 

浸水深：１～２ｍ（津波） 

対策：協定に基づく県、近隣 

市町村等からの支援 

 

 

（2）更新（改良）・新設施設リスト 
 

施設種別 施設名 事業主体 
型式及び 

処理方式 

処理能力 

（単位） 
竣工予定年月 

更新（改良）・

新設理由 

廃焼却施設解

体の有無（解

体施設の名

称） 

廃焼却施設 

解体事業 

着手(予定)年月 

完了(予定)年月 

想定される 

浸水深と対策 

プラスチック

再商品化を実

施するための

施設整備事業 

備考 

リサイクル 

センター 

リサイクル 

センター 
徳島市 

破砕･選別･

圧縮･梱包･

一時保管 

61ｔ/日 令和 15 年度 

既存施設の老

朽化への対処、

不燃ごみ、粗大

ごみの破砕・選

別及び資源化

の促進 

なし － 

浸水深：1.0～2.0ｍ（津

波） 

対策：敷地嵩上げや重要

設備を上階に設置する等 

○ 

ス ト ッ ク

ヤード 0.2

ｔ/日含む 

熱回収施設 
熱 回 収 施

設 
徳島市 

全連続焼却

施設・ストー

カ 

282ｔ/日 令和 15 年度 

既存施設の老

朽化への対処、

熱エネルギー

の回収、有効利

用の促進 

あり 

(東部環境事業

所または西部

環境事業所) 

未定 

浸水深：1.0～2.0ｍ（津

波） 

対策：敷地嵩上げや重要

設備を上階に設置する等 

－  
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様式２ 

循環型社会形成推進交付金等事業実施計画 総括表２ 
 

 

 事 業 種 別 

事業

番号 

事業 

主体 

名称 

規模 事業期間 総事業費 (千円) 交付対象事業費 (千円) 

備考 
 事業名称   単位 開始 終了  

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 
  

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

マテリアルリサイクル推進等に

関する事業 
          75,000 0 0 0 75,000 0 70,291 0 0 0 70,291 0  

 リサイクルセンター整備事業 1 徳島市 61 t/日 R9 (R15) 75,000 0 0 0 75,000 0 70,291 0 0 0 70,291 0 
全体事業： 

R9～R15 

エネルギー回収等に関する事業           225,000 0 0 0 225,000 0 164,353 0 0 0 164,353 0  

 熱回収施設整備事業 2 徳島市 282 t/日 R9 (R15)  225,000 0 0 0 225,000 0 164,353 0 0 0 164,353 0 
全体事業：

R9～R15  

浄化槽に関する事業           422,750 84,550 84,550 84,550 84,550 84,550 422,750 84,550 84,550 84,550 84,550 84,550  

 浄化槽設置整備事業 3 徳島市 750 基 R6 R10 422,750 84,550 84,550 84,550 84,550 84,550 422,750 84,550 84,550 84,550 84,550 84,550  

施設整備に関する計画支援事業           309,773 0 42,059 172,508 49,834 45,372 309,773 0 42,059 172,508 49,834 45,372  

 

リサイクルセンター整備事業

及び熱回収施設整備事業に

係る計画支援事業 

1･2 徳島市 － － (H31) R10 309,773 0 42,059 172,508 49,834 45,372 309,773 0 42,059 172,508 49,834 45,372 
全体事業：

H31～R10 

合 計           1,032,523 84,550 126,609 257,058 434,384 129,922 967,167 84,550 126,609 257,058 369,028 129,922  
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【参考資料様式１】 

施設概要（マテリアルリサイクル施設系） 

都道府県名 徳島県 

 

(1) 事業主体名 徳島市 

(2) 施設名称 リサイクルセンター 

(3) 工期 
 令和 9 年度 ～ 令和 10 年度 

 (全体：令和 9 年度 ～ 令和 15 年度) 

(4) 施設規模  処理能力 61ｔ／日 

(5) 処理方式 
不燃ごみ・粗大ごみ：破砕・選別、資源ごみ（製品プラを含む）： 

選別・圧縮・梱包、一時保管 

(6) 地域計画内の役割 
既存施設（委託）の老朽化への対処、不燃・粗大・資源ごみの破砕・

選別および資源化 

(7) 廃焼却施設解体工事 
  の有無 

  有   無 

 
 「ストックヤード」を整備する場合 

(8) ストック対象物 乾電池・水銀体温計 

 

(11)総事業計画額 
75,000 千円(全体：11,499,910 千円) 

うち、交付対象事業費 70,291 千円(全体：10,777,945 千円) 
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【参考資料様式２】 

施設概要（エネルギー回収施設系） 

都道府県名 徳島県 

 

(1) 事業主体名 徳島市 

(2) 施設名称 熱回収施設 

(3) 工期 
 令和 9 年度 ～ 令和 10 年度 

 (全体：令和 9 年度 ～ 令和 15 年度) 

(4) 施設規模  処理能力 282ｔ／日（94ｔ／日× 3 炉） 

(5) 形式及び処理方式 全連続燃焼式ストーカ炉 

(6) 余熱利用の計画 

 １．発電の有無    有（発電効率  ％） ・ 無 

 ２．熱回収の有無      有（熱利用率  ％） ・ 無 

※発電効率及び熱回収率それぞれは定めていないが、全体としてエ

ネルギー回収率 20.5％以上を満たすものとする。 

(7) 地域計画内の役割 
既存施設の老朽化への対処、エネルギー回収の推進および資源化の

促進 

(8) 廃焼却施設解体工事 

  の有無 
  有   無 

 

(12) 総事業計画額 
225,000 千円(全体：33,723,460 千円) 

うち、交付対象事業費 164,353 千円(全体：24,633,628 千円) 
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【参考資料様式７】 

施設概要（浄化槽系） 

都道府県名 徳島県 

 

(1) 事業主体名 徳島市 

(2) 事業名称 浄化槽設置整備事業 

(3) 事業の実施目的及び内容 

本市の河川、水路等公共用水域の汚濁の進行を防止し、公衆衛生の向上

と生活環境の保全を図ることを目的とし、BOD の除去率 90%以上、放流水

BOD20 ㎎/㍑（日間平均）以下の機能を有する 10 人槽以下の浄化槽を設置

する。 

(4）事業期間 
（生活排水処理基本計画期間）
※生活排水処理基本計画をもって地域

計画に代える場合に括弧書きで記載。 

令和６年度 ～ 令和 10 年度 

(5) 事業対象地域の要件 人口 面積 沖縄 離島 奄美 豪雪、山村 半島 過疎 その他 

(6) 事業計画額 

交付対象事業費      422,750 千円 
うち 

・環境配慮・防災まちづくり浄化槽整備推進事業に係る事業費 
422,750 千円 

 
○  事業計画額の内訳及び浄化槽の整備規模 
 【浄化槽設置整備事業の場合】 

区分 
交付対象基数 
（4,714 人分） 

基準額合計 総事業費 
交付対象 
事業費 

5 人槽 460 基（ 920 人分） 152,720 千円  152,720 千円  152,720 千円  

6～ 7 人槽 260 基（ 520 人分） 107,640 千円  107,640 千円  107,640 千円  

8～10 人槽 30 基（ 120 人分） 16,440 千円  16,440 千円  16,440 千円  

11～20 人槽  基（     人分）    

21～30 人槽 基（     人分）    

31～50 人槽 基（     人分）    

51 人槽以上 基（     人分）    

宅内配管費 350 基 105,000 千円 105,000 千円 105,000 千円 

撤去費 350 基        40,950 千円 40,950 千円 40,950 千円 

雨水貯留槽
等再利用 

基           

改築費（災
害） 

基           

改築費（長
寿命化） 

基           

浄化槽整備 

効率化事業費 

台帳作成費    

計画策定等調査費    

効果的な転換促進及び管理適正化推進費    

合 計 
750 基（ 1,560 人分） 

※基数の合計には、宅内配管
費、撤去費、改築費を除く。 

422,750 千円 422,750 千円 422,750 千円 
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【参考資料様式８】 

計画支援概要 

都道府県名 徳島県 

 

(1) 事業主体名 徳島市 

(2) 事業目的 
マテリアルリサイクル施設推進施設（リサイクルセンター）及びエネルギー

回収型廃棄物処理施設（熱回収施設）整備のため 

(3) 事業名称 

リサイクルセンター整備

事業（事業番号１）及び

熱回収施設整備事業（事

業番号２）に係る基本設

計事業 

リサイクルセンター整備

事業（事業番号１）及び

熱回収施設整備事業（事

業番号２）に係る環境影

響評価事業 

リサイクルセンター整備

事業（事業番号１）及び

熱回収施設整備事業（事

業番号２）に係る造成工

事基本・実施設計 

(4) 事業期間 

令和７年度～ 

令和 10 年度 

(全体：平成 31 年度～ 

   令和 10 年度) 

令和７年度～ 

令和 10 年度 

(全体：平成 31 年度～ 

   令和 10 年度) 

令和７年度～ 

令和９年度 

(5) 事業概要 基本設計 環境影響評価 造成工事基本・実施設計 

 

(6) 総事業計画額 

36,536 千円 

うち、交付対象事業費

36,536 千円 

210,441 千円 

うち、交付対象事業費

210,441 千円 

21,370 千円 

うち、交付対象事業費

21,370 千円 
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【参考資料様式８】 

計画支援概要 

都道府県名 徳島県 

 

(1) 事業主体名 徳島市 

(2) 事業目的 
マテリアルリサイクル施設推進施設（リサイクルセンター）及びエネルギー

回収型廃棄物処理施設（熱回収施設）整備のため 

(3) 事業名称 

リサイクルセンター整備

事業（事業番号１）及び

熱回収施設整備事業（事

業番号２）に係る測量・

地質調査事業 

リサイクルセンター整備

事業（事業番号１）及び

熱回収施設整備事業（事

業番号２）に係る土壌汚

染調査事業 

リサイクルセンター整備

事業（事業番号１）及び

熱回収施設整備事業（事

業番号２）に係る PFI 導

入可能性調査事業 

(4) 事業期間 
(全体：平成 31 年度～ 

   令和５年度) 

(全体：令和５年度)  令和８年度 

(5) 事業概要 測量・地質調査 土壌汚染調査 PFI 導入可能性調査 

 

(6) 総事業計画額 

0 千円 

(全体：75,087 千円) 

うち、交付対象事業費 

0 千円(全体：75,087 千

円) 

0 千円 

(全体：2,805 千円) 

うち、交付対象事業費 

0 千円(全体：2,805 千円) 

10,230 千円 

 

うち、交付対象事業費

10,230 千円 
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【参考資料様式８】 

計画支援概要 

都道府県名 徳島県 

 

(1) 事業主体名 徳島市 

(2) 事業目的 
マテリアルリサイクル施設推進施設（リサイクルセンター）及びエネルギー

回収型廃棄物処理施設（熱回収施設）整備のため 

(3) 事業名称 

リサイクルセンター整備

事業（事業番号１）及び

熱回収施設整備事業（事

業番号２）に係る事業者

選定（発注支援）事業 

  

(4) 事業期間 

令和 10 年度 

(全体：令和 10 年度～ 

   令和 11 年度) 

  

(5) 事業概要 事業者選定（発注支援）   

 

(6) 総事業計画額 

31,196 千円（全体：

62,392 千円） 

 

うち、交付対象事業費

31,196 千円（全体：

62,392 千円） 
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○参考資料（浄化槽対象区域図） 
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洪水ハザードマップ

建設予定地
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高潮ハザードマップ

建設予定地
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地
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ド
マ
ッ
プ
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地
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○参考資料（第２期徳島市国土強靭化地域計画（素案）抜粋） 

 


